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要旨：OECDの統計データを見ると，日本の雇用を取り巻く環境の特徴は，「緩やかな雇用保護規制
の下で，失業率は４％程度と先進国の中でも非常に低い水準を維持している一方，平均賃金が低く所
得格差は高目」である点にある。本論文は，OECD主要23ヶ国の統計データによる多変量回帰分析を
行い，「雇用保護規制」（解雇規制や最低賃金規制など），および「社会経済的要因」（高齢人口比率な
ど）が各国の「雇用環境」（失業率，平均賃金，所得格差）にどの様な影響を与えているかを定量的
に明らかにすることを目的としている。
　そして，この様な日本の雇用環境の特徴を生ぜしめている要因を分析すること，さらに，その結果
を踏まえて，日本の今後の雇用保護規制等の在り方について提言を行うことを意図している。雇用保
護規制と社会経済的要因を一体的に捉え，失業率，平均賃金，所得格差の３つに与える影響を総合的
に分析している点に学術上の特徴がある。
Abstract：Through quantitative international comparison and multivariate regression analysis 
of the 23-OECD major countries, this paper clearly shows how the “Employment Protection 
Regulation” affects the “employment environment” (income disparity, unemployment rate, average 
wage), considering “socioeconomic factors” such as international competitiveness, elderly population 
ratio etc. The academic significance of this paper is to analyze for the first time on factors affecting 
the employment environment from the viewpoint of integrating the employment protection 
regulation and the socioeconomic factors. Based on these results, we aim to clear the background of 
income inequality of Japan in recent years, as well as intend to make political recommendations for 
its improvement.

１．研究の概要

１．１　目的と背景

　日本における雇用保護規制の在り方に関する議論
は，2003年の労働基準法改正（解雇要件の条文化な
ど）を機に，労働法学者はもとより，「法と経済」の
観点から経済学者も交えた議論が展開されて来た。さ
らに，OECDが2006年７月に公表した『対日経済審査

報告書』は，日本の所得格差がOECD諸国で最も高い
部類に属すること，そして，その主因は非正規雇用の
急増を背景とする労働市場の二極化にあることを指摘
し，その後の日本における雇用保護規制の議論を一層
刺激することになった。
　OECDはその後も基本的に同様の指摘を継続してお
り，最新版の2017年４月の『対日経済審査報告書』に
おいても，「労働市場の二極化は，さらに固定化が進
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んできており，非正規労働者は今や雇用の38％を占
め，相対的貧困率を高めている」とし，具体的な課題
として，子育て支援など女性の労働参加障壁の除去の
ほか，正規労働者への雇用保護緩和，非正規雇用者へ
の社会保険適用，職業訓練の拡大などを挙げている

（同報告書概要版）。
　かかる中，2012年12月に発足した第２次安倍内閣
は，「一億総活躍社会の実現」を政策目標として掲げ，
その実現のための最重要課題は「働き方改革」である
として，パートタイム労働法改正，労働者派遣法改正
を行い，さらに，近時は新たに「働き方改革担当大
臣」と「働き方改革実現会議」を設置し，同一労働同
一賃金，正規・非正規区分の撤廃，ジョブ型正社員
制度（限定社員制度），労使双方が納得する雇用終了

（雇用の金銭解消制度）などの具体的な取組みを行う
ことを表明している。
　しかしながら，政府のこの様な一連の労働市場改革
に対しては，日本労働組合総連合会など労働側から
は，同一労働同一賃金については概ね賛同の姿勢を明
らかにしているものの，2015年の派遣法改正には，急
増している非正規雇用の固定化常態化をもたらす危険
性を孕むとして反対意見が強く，さらに，正規・非正
規区分の撤廃，ジョブ型正社員制度，雇用の金銭解消
制度の導入についても，結果として企業側による安易
な解雇を助長するなどとして厳しく批判する立場が表
明されている１。
　本研究は，この様な意見対立を克服し今後の日本に
おける雇用保護規制の在り方を整理集約するにあたっ
ては，OECDが指摘する所得格差の観点のみでなく，
失業率や平均賃金に対して，「雇用保護規制」がどの
様な影響を与えることになるのかという「総合的な視
点」が重要であるとの立場に立つものであり，法と経
済の観点から提示されている理論的研究成果も踏まえ
つつ，そのために必要となる統計データに基づく実証
的情報を提示することを主目的としている２。
　具体的には，日本を含むOECD主要23ヶ国３の国際
比較を通じて，①日本が解雇規制や最低賃金規制など
の「雇用保護規制」の面，および，所得格差，平均賃
金，失業率の３つの雇用関連指標（以下，本研究にお
いて「雇用環境」という）の面でどの様な特徴を有し
ているかを整理し，②その上で，その様な雇用環境
の特徴の背景となっている「雇用保護規制」，さらに
は，これらと深く関連すると考えられる「社会経済的
要因」（１人当りGDP，国際競争力，労働力率男女格
差，高齢人口比率，ビジネス文化など）を抽出特定す

ることを目的としている。そして，それらの分析結果
を踏まえて，日本の今後の雇用保護規制の在り方につ
いて，定量的データと科学的基礎に基づいた提言を行
う。

１．２　先行研究と本論文の学術的意義

　まず，最初に，雇用保護規制が経済に与える影響
や規制自体の在り方に関する理論研究を見ると，労
働法学者にくわえて，大竹ほか（2002），福井・大竹 

（2006），神林（2008）など法と経済を中心とする観点
から多岐にわたる議論が展開されている。その内容
は，規制容認と規制否定に大きく２分されると言え，
規制強化が雇用（主に失業率）に与える影響について
も，概して規制容認の立場からは中立，規制否定の立
場からは悪化するとの見解が強い様に思われる。
　他方，本論文が目的とする「雇用環境」（所得格差，
失業率，平均賃金），「雇用保護規制」（解雇規制，最
低賃金規制など），および「社会経済的要因」（１人当
りGDP，国際競争力，高齢人口比率等）の関係を統
計データから実証的手法で明らかにしようとする国際
比較研究としては，次の様な先行研究が存在する。
　①　雇用保護規制等に関する海外主要国の比較研
究：海外主要国の雇用保護規制等の状況を幅広く調
査した海外資料等としては，ILOの加盟国労働法規
デ ー タ ベ ー ス（Employment protection legislation 
database – EPL），OECD（2016） お よ び そ の 雇 用
保護規制指標・基礎資料データのほか，European 
Commission（2003）などがある。国内文献では，黒
田（2002）のほか，本庄（2011），秋山（2014），労働
政策研究・研修機構 （2015）を初めとする同機構の一
連の研究資料は，主要国の解雇法制や非正規雇用の
実態などの詳細な分析を行っているほか，通商白書

（2014）は近時の主要国の労働市場改革を俯瞰する上
で便利である。 
　②　所得格差に関する国際比較研究等：この分野
の研究は，多岐にわたり多数の文献が存在するが，
OECDの近時の一連の報告書（2008, 2011, 2015）が示
す様に，1980年代以降多くの国で所得格差が拡大する
傾向にあること，その背景として技術革新，規制改
革，世帯構造の変化，所得再配分制度，さらには非正
規雇用の増加や人口高齢化が指摘できるとする点に集
約されよう。また，日本の所得格差に関する実証研究
もバブル経済前後の1990年頃から橘木俊昭や大竹文雄
らにより本格的展開されている。近時のものとしては
大竹（2005）のほか，経済白書（2009），みずほ総合
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研究所（2017）などが代表的なものと考えられる。こ
れらの研究においても，1980年代から日本においても
所得格差が拡大していることが共通して示されてお
り，その要因について，高齢化や家族構成の変化など
による見かけ上の格差拡大に留意する必要があるこ
と，さらに，近時は雇用における正規・非正規の２極
化，男女均等度，税制・社会保障による所得再配分制
度などが大きな要因となっている点ではOECDと共通
している４。
　③　雇用保護規制が「所得格差」に与える影響に関
する研究：Barone（2001）をはじめ多くの研究があ
り，雇用保護規制強化は，就業者と失業者の固定化な
ど，規制によって守られる者とその対象外となる者と
を区分することで所得格差が拡大するとする点でほぼ
一致している。また小葉（2014）は，正規雇用のみに
対する規制強化（非正規は規制緩和）についても，企
業の代替的労働力確保（非正規雇用へのシフト）の行
動を促し有期比率を大きく引き上げてしまう結果とし
て，所得格差を拡大する効果があること，逆に，有期
雇用に対する規制強化は当然に有期比率を引き下げ所
得格差を緩和する効果があることを指摘している。こ
れらの諸点は，先に言及したOECD対日経済審査報告
書が指摘している日本の雇用規制の在り方と所得格差
拡大との関係を考える上で重要な論点であると言え
る。
　④　雇用保護規制が「失業」に与える影響に関する
研究：Lazear（1990）の米国と欧米の比較研究が最
初であると考えられる。その結論は，解雇規制の強化
は一次的には労働者保護による失業の減少につなが
るものの，他方で，将来の経済環境等の変動に対処
するための経営者の裁量権を拘束することになるこ
とから，規制強化は雇用削減を促し新規採用抑制をも
たらすという相反する効果も有している点を指摘，両
者のネットの効果は状況によって異なり確定できない
としている。その後の膨大な研究も，概ねその内容を
再確認するものが多い５。現時点での一般的な理解と
しては，世界銀行の“The 2013 World Development 
Report on Jobs”の第８章冒頭に記載された次の様な
考え方に要約できると思われる。「それ（雇用保護規
制）が過剰であったり不十分な場合は，生産性に悪影
響を及ぼす。しかしこの両極端の間に『台地』があ
り，そこでは生産性を高める効果と弱める効果が共存
し，多くの影響が相互に相殺しあうことになる。結
局，多くの国では，そうした雇用制度は，雇用創出の
大きな障害ではなく，また，劇的に効果を生ずる特効

薬でもない」。なお，日本を対象とした実証研究とし
ては，大竹・奥平 （2006）などがあり，規制強化は雇
用に対しマイナスの効果があるとしている。
　⑤　雇用保護規制等が「賃金」に及ぼす影響：Kugler  
and Pica （2003），Leonardi and Pica （2006）は，イタ 
リアを対象とする実証研究において，雇用保護規制の
強化は解雇コストを増大させるため，企業がそのコ
ストを支払賃金から控除する傾向を促進し，結果と
して支払賃金水準の低下をもたらすことを指摘して
いる。また，雇用保護規制が企業の「生産性」に与
える影響に関する研究として，近時の主要なものと
しては，OECD（2004），Autor ほか （2007），奥平ほ
か（2008）などがある。これらの研究は，雇用規制の
強化は，労働から資本への代替を促すことなどを通じ
て，全体としては労働生産性の低下を招くとする点で
共通している。
　これら雇用保護規制が雇用環境に与える影響に関す
る既存先行研究の実証分析に基づく結論を要約すれ
ば，「雇用保護規制の強化は，総じて所得格差を拡大
し，賃金を引き下げるが，失業に対しては中立的」と
いうことになろう。
　以上の既存先行研究との比較における本論文の実証
的側面における学術的特徴として，次の２点をあげる
ことが出来る。すなわち，第一の点として，所得格差
だけでなく，失業率，平均賃金を含む３つの観点から
一体的に雇用環境を捉え国際比較分析を行っているこ
と，さらに，第二の点として，これら３つの項目に対
して解雇規制などの直接的な雇用保護規制のみでな
く，男女雇用均等度や最低賃金などの間接的雇用保護
規制，さらには，高齢化などの要因がどの様な影響を
与えるかを多面的に分析している点を挙げることがで
きる。特に，第二の点については，国際競争力，長期
勤続比率などの「経済的要因」に加えて，各国の都市
人口比率，高齢人口比率，年金水準，さらには，ビジ
ネス文化６（短期志向か長期志向かなど），人種７（ラ
テン系，ゲルマン系など）といった「社会的要因」も
含む幅広い観点からの分析を行っている。このうち，
ビジネス文化と人種については，所得再配分制度とリ
ンクする要因，代理変数として試験的に検討対象とし
たところ，後述するように有意な結果を得た。

１．３　研究手法・手順

　本研究にあたっては，次の様な４段階の手順を採る
こととした。
　①　まず，最初に，頭書のOECDの対日審査報告の
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内容を確認するため，雇用保護規制の国際比較に当り
一般的に利用されているOECD「雇用保護規制指標」８

を利用し，主要23ヶ国を保護規制の高低により，「高
規制国」「低規制国」に２分し，日本がどのグループ
に属し，どの様な規制上の特徴を有するかを明らかに
する。
　②　次に，本研究では，OECD対日審査報告書が採
りあげている「所得格差」９に加えて，「失業率」，お
よび「平均賃金」の２つの指標に注目，計３つの経
済指標を一括して「雇用環境」と称することとし，
OECD主要国23ヶ国の中で日本がどの様な特徴を有す
るかを明らかにする。
　③　本研究では，①②を整理した上で，各国の「雇
用環境」（所得格差，失業率，平均賃金）に対して，
各種の「雇用保護規制」がどの様な影響を与えている
かについて，OECD34ヶ国の統計データに基づく定量
的分析を実施する。具体的には，雇用環境を左右する
候補要因として，「雇用保護規制」と「社会経済的要
因」の両者を設定し，統計学的手法を基にそれら候補
指標（57個）の中からステップワイズ法に基づき「雇
用環境」と有意の相関があると考えられる要因を抽出
する作業を行った。
　④　上記の分析抽出作業の結果を踏まえて，日本に
おける「雇用環境」の特徴とその背景となっている

「雇用保護規制」「社会経済的要因」の特徴を整理し，
OECD対日審査報告書が指摘する「所得格差」拡大の
背景を分析した。さらに，所得格差の是正のために必
要となる「雇用保護規制」，および「社会経済的要因」

（高齢者就業比率等）に関する改革の方向性について
検討を行う。

２．�雇用保護規制と雇用環境の概観　－　OECD主

要23ヶ国と日本

２．１　OECD主要23ヶ国　－　高規制国と低規制国

　OECDの雇用規制指標（正規雇用）に基づいて，
OECD主要23ヶ国を同平均値を上回るか下回るかの基
準により，高規制国，低規制国に２分し，各グループ
の保護規制と雇用環境の現状を比較整理すれば，表１
の通りである。日本は低規制国に属し，正規雇用に関
する規制度の低さでは下位から７番目に位置する。
　まず，「雇用保護規制」について見ると，高規制国
においては，概ね正規・非正規の両面で厳しい規制が
行なわれており，最低賃金10は高く設定され，失業給
付や教育訓練のための雇用関連公的支出（以下，公的
支出という）も高水準となっており男女均等度も比較
的高い水準にあるが，逆に，低規制国においては，一
部の例外はあるものの正規・非正規ともに緩やかな規
制に留め，最低賃金を低く設定し公的支出の水準も低
く抑えている傾向にある。なお，金銭解消制度11の導
入状況については，高規制国・低規制国間で大きな差
は存在しない。　
　次に，「雇用環境」における高規制国と低規制国の
最大の相違点は，課税後の所得格差である。高規制国
における同所得格差の平均値は0.28と低いのに対し，
低規制国の同平均値は0.33と0.05ポイントも高くなっ
ている点が特徴となっている。さらに，統計上の有
意性はやや劣るものの，失業率についても高規制国
と低規制国の間に一定の差異が存在し，高規制国の平
均値は8.4％と比較的高く，低規制国の平均値は6.5％

表１　OECD雇用保護規制指標と雇用環境
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雇用保護規個 雇用蔑琉

OECDの雇用保護規制指標 (EFL:2016) 今回独自設定指標

正規 個人 集団 非正規 有期 派造 金銭 男女 最低賃 雇用関 所得 所得 失業率 平均
雇用 尼用 解消 均等度 金(PPP) 係公的 格差 格差 ィ只壬 / 並

支出 （税前）

詣薮 詣薮 詣数 枯3毛ケ 中旨 Wi- 詣数 詣獣r 詣番勺 $ /H GDP比％ GI¥ I 係数 GI NI 係数 % 1 千＄；＇年

高規制国平均 (12ヶ国） 26 23 34 24 2 1 26 1 9 0 78 95 23 0 28 0 471 84 46 I 

低規制国平均 (11 ヶ国） 1 8 l 6 25 12 07 l 6 2 l 0 75 77 l l 0 33 0 469 65 43 7 

うち日本 2 1 1 6 33 1 3 03 23 00 0 67 69 04 0 33 0 488 40 35 8 

゜
• • 

（順位降順） (17) " (16) ~(10) (15) ,. (19) ~ (JO) (11) (22) (12) (21) .. (7) .. (11) • (20) .. (20) 
** ** ** ** ** ** * * ** ** * 

23ヶ国平掏 22 19 29 1 8 14 21 20 0 76 84 1 7 0 30 0469 75 47 

゜
0 0 0 0 0 X • • 

゜ ゜
• x
 

（注） 「 23ヶ国平均」 襴 ’ 裔規制国と低規制国の平均値に統計上有惹の呈異ある場合に「＊、＊＊」を表示（＊＊＝片側5%、 ＊＝片側 15%)

「日本揆 」 : 日本の数値が23ヶ国における特異直の場合に「 0、△」を表示(0= 片側5%、△＝片側15%)

所得格差＝課税後移転後(2013年、 OECD) 、所得格差（税前）＝課税後移転後 (2013年、 OECD)、失業率=2011-2015年平均 (IMF), 平灼賃金＝購買力平1illiベ一ス (2015年、 OECD)

正規、非正規、金銭解消 =OECD犀用保護規制指標(EPL 、 2016年）、男女均等度＝世界競争力指数（世界経済フォーラム2015-2016)

畏低賃金＝購買力平価ベ一ス（導入国 15ヶ国、 2014年、 OECD) 、 雇用関係公的支出＝対GDP比率（判明国22ヶ国、 2014年， OECD)



と低くなっている。他方，年間の平均賃金（購買力平
価ベース，以下単に平均賃金という）については，高
規制国の平均値46.1千ドルに対し低規制国の平均値は
43.7千ドルとやや低くなっているが，何れのグループ
においても30千ドルから60千ドル程度の間に分布して
おり，高規制国，低規制国の間で統計上有意な差異は
確認できなかった。
　これらの数値は，既存先行研究の「雇用規制の強化
は，所得格差を拡大し，賃金を引き下げるが，失業率
に対しては中立」とする指摘とは一致せず，雇用規制
以外の他の要因が大きく作用していることが推測され
る。その詳細は，後述する。

２．２　日本の特徴　－　雇用保護規制と雇用環境

　日本の雇用保護規制と雇用環境の特徴を整理すれ
ば，次の通りである。
　①　日本は，雇用保護規制の面では，低規制国に属
し，「個別解雇と有期雇用」に対する緩やかな規制，
さらに，男女均等度，最低賃金水準，雇用関連公的支
出比率の３点でも低規制国の中で下位に属している点
が特徴となっている。しかし，「集団解雇規制と派遣
雇用」の２点に対しては，高規制国並みの厳しい規制
を行っている点に留意が必要である。
　②　日本の雇用環境の特徴を見ると，第一の特徴と
して，「失業率」が4.0％と極めて低くOECD主要23ヶ
国平均7.5％を大きく下まわる良好な水準を維持して
いる点が指摘できる。しかしながら，「所得格差」は，
OECD対日審査報告が指摘するように0.33とOECD主
要23ヶ国平均0.30を0.03上回っており，さらに，「平均
賃金」が年36千ドルとOECD主要23ヶ国平均47千ドル
を２割以上下回る水準（OECD23ヶ国中下位４位）に
留まっている点が第二の特徴として指摘できる。
　以上の様に，日本の雇用面における特徴は，「集団
解雇・派遣雇用」に対しては高規制国並みに厳しい
ものの，「個別解雇，有期雇用，男女均等，最低賃金
水準，公的支出」の面では緩やかで低水準の規制政策
をとっており，「失業率」は低いものの，「低い平均賃
金，やや高目の所得格差」を甘受している状況にある
ということができる。
　これらの数値も，先の高規制国・低規制国の数値と
同様に，既存先行研究の「雇用規制の強化は，所得格
差を拡大し，賃金を引き下げるが，失業率に対しては
中立」とする指摘とは一致せず，雇用規制以外の他の
要因が大きく作用していることが想定される。以下で
は，多変量解析モデルを構築し，日本の雇用環境に対

して，雇用規制と他の要因がどのように作用している
かを分析し，その結果を踏まえて，日本の雇用環境の
改善（特に，所得格差と平均賃金の引上げ）にどの様
な方策が有効かを検討する。

３．多変量解析モデルの構築と分析

３．１　多変量解析モデルの前提

　本研究においては，各国の雇用保護規制に加えて，
社会経済的要因が，各国の雇用環境に対して，どの様
なプロセスを通じてどの様な影響を及ぼしているかに
関して多変量解析モデルを設定し，主要要因の抽出と
影響経路の分析を行った。多変量解析モデルを構築す
るに当たり，「説明変数の候補として設定した変数」

（計57個）は，別表の通りである。
（被説明変数）　�雇用環境：「平均賃金」「所得格差」
　　　　　　　「失業率」の３変数

（説明変数）　　次の２区分計54変数
　①　雇用保護規制　小計　16変数
�「直接的雇用保護規制」：OECDの雇用規制指標（10変
数）
�「間接的雇用保護規制」：男女均等度，最低賃金など

（６変数）
　②　社会経済的要因　小計　41変数
�「経済的要因」：１人当りGDP，国際競争力など（23変
数）
�「社会的要因」：１次産業就業者比率，高齢人口比率，
大学進学率，ビジネス文化，人種など（18変数）
�　なお，本研究においては，有意な説明変数を抽出す
る作業をステップワイズ法をベースに実施した12。ま
た，今回の解析作業にあたっては，有意な説明変数と
して抽出された社会経済的要因のうちの「経済的要
因」（１人当りGDP，国際競争力等）については，さ
らに，各々残りの「社会的要因」による重回帰分析を
行い，当該変数に影響を及ぼす有意性をもつ説明変
数の抽出作業を適宜実施した。これは，雇用環境（平
均賃金，所得格差，失業率）に関する国毎の差異を，

「雇用保護規制」と「社会的要因」の２つに集約整理
して分析することを意図したことによるものである。
これによって，「雇用保護規制」の相違が，雇用環境

（平均賃金，所得格差，失業率）に直接与える影響に
加えて，国際競争力等の「経済的要因」を通じて間接
的に与える影響についても一括して捕捉分析すること
ができることとなる。
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３．２　多変量解析モデルの係数推計結果

　上記の前提・条件に基づき抽出決定された説明変数
と係数は，表２の通りである。
　雇用環境（所得格差，失業率，平均賃金）を説明す
る上で有意性を有する説明変数としては，「雇用環境」
に関する変数１個（失業率），「雇用保護規制」に関す
る変数が10個（個別解雇等），「経済的社会的要因」に
関する変数が27個（１人当りGDP等），総計38が抽出
された。経済的社会的要因の内訳は，「経済的要因」
が10個，「社会的要因」が17個である。このうち10個
の経済的要因（１人当りGDP，国際競争力など）に
ついては，先述の様に当該変数自体を被説明変数とす
る重回帰をさらに行い，当該変数を説明する上で有意

性を有する変数を併せ抽出している13。

３．３　被説明変数と抽出された説明変数の関係性

　上記の抽出作業の結果に基づいて，統計上有意な説
明変数として抽出された変数（雇用保護規制：10変
数，社会的要因：17変数）が，「雇用環境」の３つの
変数（所得格差，失業率，平均賃金）に対して，どの
様に影響しているかを整理要約すれば，表３の通り
である。同表の全効果は，「経済的要因」（10変数）を
通じた間接的効果も含めた数値（標準偏回帰係数ベー
ス）となっている。
　以下では，今回の推計結果を，雇用保護規制等の説
明変数が，被説明変数である「雇用環境」の３つの変

表２　多変量回帰モデルの概要（標準偏回帰係数等）
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被説明変数
雇用環境 社会経済的要因（経済的要因）

1人当り 国際競争 人間開発 所得格差 相対貧
労働力

長期勤 パート比 男女賃
就業者

所得格差 失業率 平均賃金 GDP 力 度 （税前） 困率
率(65-

続比率 率 金格差
女性比

69歳男） 率

完全データ数 27 " 00 31 34 33 34 33 28 " 00 30 26 28 34 

説明変数の個数 8 5 5 2 5 5 7 7 6 7 7 5 5 

多変呈回帰分 自由度 18 27 25 31 27 28 25 20 26 22 18 22 28 

析結果 自由度詞整後R (絶対値） 096 072 0 96 0 70 0 85 0 89 0 93 0 96 0 82 0 92 0 90 0 70 0 83 

説明変数間の最大R (絶対値） 0 50 0 43 0 42 014 0 55 0 45 0 46 0 59 0 50 0 55 0 54 0 37 0 45 

説明変数間の R (05以上06未満）の個数

゜ ゜ ゜ ゜
1 

゜ ゜
I 1 1 1 

゜ ゜標準偏回帰係数の最大絶対値 066 0 52 0 63 069 I 52 0 48 0 81 0 46 0 36 0 65 0 79 2 63 0 47 

回帰式のF値 000 0 00 0 00 000 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 

所得格差（全年齢，税後移転後， OECD)

雇用環境 失業率 (2011-2015年平均； IMF) 0 29 

平均費金（購貫力平価ドル； OECD) 
（小計） 絶対値 000 0 00 0 00 000 0 00 0 00 0 00 0 29 0 00 0 00 0 00 0 00 0 00 

雇用規制（個人： OECD雇用保護指標） • 0 28 0 37 0 84 

雇用規制（集団： " ) • 0 23 0 52 019 
直
雇用規制（有期： " ) • 0 54 • 0 20 

接
雇用規制（派遣： " ) • 0 22 

規
制 金銭解決（勤綾期間： 9 ヶ月： " ) • 0 26 

雇用保護 金銭解決（勤綾期間： 20 年： " ) 018 

規制 （小計） 絶対値 013 0 00 0 28 000 0 00 0 26 0 00 0 00 0 23 I 08 0 42 0 84 0 00 

男女均等度（世界経済フォーラム） 0 37 0 20 0 25 
間 最低費金 （ドル隅買力平価 ·OECD) 0 36 
接 雇用関係公的支出（職業訓練等 ")  • 0 36 • I 15 
規
制 雇用関係公的支出（失業給付等 ")  0 41 

（小計） 絶対値 0 36 0 00 0 41 000 0 00 0 37 0 00 0 00 0 00 0 20 0 36 I 70 0 45 

1 人当り GDP (OECD) 0 63 

国際競争力（世界経済フォーラム） • 0 52 069 

人間開発度（国連人間開発計画） I 52 

所得格差 （全年齢：税前移転前） 0 54 

^ 経 相対貧困率（税前移転前， OECD) 0 81 

済 労働力率 (65-{;9歳男性； " ) • 0 28 0 35 
説 ツ

長期勤続比率 (10年以上比率， " ) • 066 0 46 • 0 28 
明 パート比率 (OECD) 0 20 
変 男女費金格差 ( " ) • 0 33 0 05 
数
社会経済 就業者女性比率( " ) 0 37 

的要因 （小計） 絶対値 I 20 0 80 0 63 I 02 I 57 0 00 1 00 0 84 0 00 0 00 0 35 0 28 0 00 

1 次産業就業者比率（世鐙） • 0 48 

都市人口比率 (u) 0 12 0 07 0 25 • 0 26 027 

画齢人口比率 (u) 0 36 0 65 0 47 

大学進学率 (OECD) • 009 • 0 22 0 18 • 023 • 0 14 

大学以上修了率 (25-36歳， OECD) • 0 17 • 0 16 0 41 

年金水準（平均費金比率、男性； OECD) • 0 36 

年金水準（平均賃金比率、女性，" ) • 0 23 

（小計） 絶対値 0 26 0 58 0 30 000 0 07 0 48 0 61 0 14 0 61 091 027 0 00 0 88 

^ 
権威（平等）指向 (G Hofstede) • 0 42 

社 個人（集団）指向 ( " ) • 0 21 
会
競争（協謂）指向 ( " ) 0 16 

長期（短期）指向 ( " ) • 0 37 • 0 35 • 0 26 • 0 25 

安定（リスク）指向( " ) • 003 

現世（禁欲）指向 ( " ) 013 

ラテン系 (CIA) 0 33 

ゲルマン系 (u) 022 • 0 14 • 0 28 • 0 33 0 79 

アングロサクソン系(") 0 20 

モンゴロイド系 (u) 016 0 20 0 34 2 63 • 0 25 

（小計） 絶対値 062 0 37 0 00 000 0 25 0 20 0 49 0 87 0 80 0 33 1 04 2 63 0 25 

計 絶対値 2 44 1 76 1 34 I 02 I 89 I 04 2 10 2 14 1 41 I 44 2 02 461 1 58 



数（所得格差，失業率，平均賃金）に対して，「全て
を改善するプラス効果」をもつのか，改善と悪化の両
効果が交錯する「トレードオフ関係」にあるのかの観
点から整理して示すこととする。
　①　まず，最初に「雇用保護規制」のうち個別解
雇，集団解雇に関する規制は，いずれも課税前の所得
格差を拡大するとともに，平均賃金の大幅な低下，な
いしは小幅ながら失業率の悪化をもたらすと推計され
た。これは，「雇用規制は，失業率には中立であるが，
所得格差を拡大し，賃金の低下をもたらす」とする既
存先行研究の内容とほぼ一致している。
　しかしながら，所得格差を課税後のベースで見る
と，今回の結果においては，個別解雇・集団解雇に対
する規制強化は，所得格差（課税後）を逆に拡大して
しまうと推計された。この様な推計結果が得られた背
景としては，規制強化が長期勤続比率の上昇をもたら

し，年功的な賃金体系の中で勤続年数の差による所
得格差（課税前）が拡大するが，その一方で，各国に
共通する累進的課税制度の下で大幅な所得再配分が生
じることが要因となっているものと想定される。この
点は，今回別途行った所得再配分効果（課税後所得格
差－課税前所得格差）の回帰分析において，長期勤続
比率の上昇が所得再配分の幅を拡大すると推計された
ことからも確認された。また，この点は，北欧などの
高規制国は，米国などの低規制国に比して所得再配分
効果が大きく，長期勤続比率が高いこととも整合して
いる14。
　この様な推計結果は，結局，個別解雇・集団解雇の
規制強化は，所得格差（課税後）の縮小をもたらす
が，一方で平均賃金の低下と，小幅ながら失業率の低
下をもたらすという「トレードオフ」の関係が存在す
ることを意味する。

表３　雇用保護規制と社会的要因が雇用環境に及ぼす影響
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被説明変数 （参考）

直接効果① 間接効果(~ 全効果 "i1H21 計 所得格差全効果内訳

所得格差失業率 平均賃金 所得格差失業率 平均賃金 所得格差失業率 平均賃金
（絶対値）

所得格差 再配分

（課税前） 効果
所得格差

雇 所得格差（全年齢；税後移転後； OECD) 0 00 

用 失業率 (2011-2015年平均； IMF) 0 13 0 13 0 13 0 23 • 010 0 13 

環 平均貸金（購買力平価ドル； OECD) 0 00 
境 （小計） 絶対値 0 00 0 00 0 00 013 0 00 0 00 0 13 0 00 0 00 0 13 0 23 0 10 013 

雇用規制（値人： OECD雇用保護指標） • 0 28 • 0 17 • 0 02 • 0 14 • 0 17 • 0 02 • 0 42 061 0 14 • 0 31 • 0 17 

雇用規制（集団： fl ) • 0 22 0 07 0 03 • 0 22 0 07 0 03 0 32 0 23 • 046 • 0 22 
直
雇用規制（有期： fl ) • 0 03 0 01 0 10 • 0 03 0 01 010 0 15 • 0 06 0 03 • 0 03 

雇
接

雇金用銭規解制決 （（派勤遣続期: fl ) 
• 0 02 • 002 002 • 0 04 0 02 • 0 02 

規 に—― トー

0 03 —。汀 • 017 0.03 021 • 0 17 ー。.41 '-0.05 —• — 0.02 —— 0 03 用 制 間： 9 ヶ月： II ) 

保 金銭解決（勤続期間： 20 年： ，ヽ ) • 0 08 0 00 0 01 • 0 08 0 00 0 01 0 09 0 07 • 0 15 • 0 08 

護 （小計） 絶対値 0 00 0 00 0 28 0 56 0 31 0 45 0 56 0 31 0 73 1 60 0 59 0 99 0 56 

規 塁女堕等塁（世界経斑之す＝ーラJ=2 - • 0 09 • 0 29 0 25 • 0 09 • 0 29 0 25 0 63 0 08 ご△止_17 • 0 09 
間

f-- - .... - •—— 
制 最低賃金 （ドル購買力平価： OECD) 0 04 004 004 0 07 • 0 03 0 04 

接
雇用関係公的支出（職業訓練等： II) • 0 36 0 00 0 03 022 • 0 36 0 03 0 22 0 60 0 01 • 0 36 • 0 36 

規
制 雇用関係公的支出（失業給付等 'II) 0 41 0 41 041 

（小計） 絶対値 0 36 0 00 0 41 013 0 32 0 47 0 48 0 32 0 88 1 67 0 16 0 56 0 48 

1 人当り GDP (OECD) 0 63 0 63 0 63 

国際競争力（世界経済フォーラム） • 0 52 • 0 07 044 • 0 07 • 0 52 0 44 I 02 

人間開発度（国連人間開発計画） • 010 • 0 79 0 66 • 0 10 • 0 79 0 66 1 55 
• — トー 一 トー 一

経
所得格差 （全年齢：税前移転前） 0 54 0 54 0 54 

済 相対貧困率（税前移転前； OECD) 0 43 
—— 

~043 0 43 

的 労働力率 (65-69歳男性， II ) • 0 28 0 00 0 00 • 0 28 0 28 
要 長期勤続比率 (10年以上比率； II ) • 0 66 0 20 0 01 0 05 • 0 46 0 01 0 05 0 52 
因
パート比率 (OECD) 0 10 ー・ 0且 0 10 

男女賃金格差 ( // ) • 0 00 • 0 02 • 0 19 0 00 • 0 02 • 0 19 0 22 

就業者女性比率< fl ) 0 16 0 16 0 00 0 00 0.16 

（小計） 絶対値 120 0 80 0 63 I 07 0 82 I 34 

1 次産業就業者比率（世銀） 0 05 0 38 • 0 32 0 05 0 38 • 0 32 0 75 0 09 • 0 04 0 05 
社 都市人口比率 (u) 0 12 0 15 • 0 II 0 02 0 15 • 0 II 0 14 0 40 • 0 05 0 20 0 15 
会 高齢人口比率 (u) 0 36 • 0 18 0 00 0 03 • 0 18 0 37 0 03 0 58 0 47 • 0 65 • 0 18 
経 大学進学率 (OECD) • 0 09 • 0 22 0 18 • 0 21 • 0 30 • 0 22 0 18 0 69 • 0 39 0 09 • 0 30 
済 大学以上修了率 (25-36歳， DECO) • 0 17 • 0 02 • 0 19 0 19 • 0 03 • 0 16 • 0 19 
的 年金水準（平均賃金比率、男性； OECD) • 0 00 0 10 0 00 0 10 0 10 • 0 00 0 00 • 0 00 
要

年金水準（平均賃金比率、女性； II ) • 0 12 • 0 12 0 12 • 0 23 0 II • 0 12 
因

（小計） 絶対値 0 26 0 58 0 30 072 0 59 0 37 0 98 I 18 0 67 2 83 127 125 0 98 
社 権威（平等）指向 (G.Hofstede) • 0 18 • 0 18 0 18 • 0 34 0 16 • 0 18 
会 個人（集団）指向 ( ,, ) • 0 00 0 06 0 00 0 06 0 06 • 0 00 0 00 • 0 00 
的 競争（潟調）指向 ( " ) 0 07 0 07 0 07 0 13 • 0 06 0 07 
要 長期（短期）指向 ( fl ) • 0 37 • 0 26 0 07 • 0 26 • 0 30 0 56 • 0 49 0 23 • 0 26 
因
安定（リスク）指向( " ) 0 00 0 02 • 0 01 0 00 0 02 • 0 01 0 03 0 00 • 0 00 0 00 

現世（禁欲）指向 ( " ) 0 13 
—— 

~013 0 13 0.13 0 13 

ラテン系 (CIA) 0 33 0 33 0 33 0 33 0 33 

ゲルマン系 (tt) 0 03 • 0 II 0 08 0 03 • 0 II 0 08 022 • 0 36 0 39 0 03 

アングロサクソン系(,,) • 0 02 • 0 16 0 13 • 002 • 0 16 0 13 0 31 • 0 04 0 02 • 0 02 

モンゴロイド系 (u) 0 16 • 0 07 • 0 31 • 0 37 0 09 • 0 31 • 0 37 077 • 0 13 0 22 0 09 

（小計） 絶対値 0 62 0 37 0 00 0 63 0 73 0 59 I 11 0 96 0 59 2 66 149 I 53 1 11 

合計 2 44 I 76 I 62 311 2 77 3 23 3 26 2 77 2 87 8 76 3 74 4 43 3 26 



　②　次に，「雇用保護規制」のうち，有期雇用と派
遣雇用に関する規制強化については，所得格差に対し
課税前・課税後ともにこれを小幅ながら改善し，さら
に平均賃金の上昇を招くと推計された。その際，失業
率は上昇するがその幅は僅かであり，実態上，これら
非正規雇用に関する規制強化は，雇用環境に対しては

「プラスの改善効果」を持つと言いうる結果となって
いる。
　なお，金銭解決制度の導入については，長期勤続者
への導入は，長期勤続比率の上昇を通じて所得格差

（課税後）を改善すると推計されたが，短期勤続者へ
の導入は，人間開発度の低下15を通じて平均賃金の低
下，失業率の上昇を招くと推計された。
　③　さらに，「雇用保護規制」のうち，男女均等度
の改善，雇用関連公的支出の拡大は，総じて所得格差
の縮小，失業率の改善，平均賃金を引き上げる傾向が
あり，雇用環境のいずれに対しても「プラスの改善効
果」をもつことが判明した。なお，最低賃金の引上げ
については，パート比率の上昇を通じて所得格差を若
干であるが拡大してしまうことが確認された。
　④　次に，「社会的要因」のうち，１次産業就業者
比率の引下げ，および大学進学率等の上昇は，いず
れも所得格差（課税後・課税前），失業率，平均賃金
の改善に繋がる「プラスの改善効果」を持つと推計さ
れた。一方で，都市人口比率の引下げ，高齢化の進
行16，年金水準の引上げは，所得格差（課税後）を改
善するものの，逆に，失業率や平均賃金の悪化を招く

「トレードオフ」が存在することが明らかになった。
　⑤　また，「社会的要因」として，権威指向，個人
指向，競争指向，長期指向，安定指向，現世指向の６
つのビジネス文化や，ラテン，ゲルマン，アングロサ
クソン，モンゴロイドの４つの人種区分が，雇用環境
の相違を招来する重要な背景となっていることが分析
結果から示された。具体的には，これらの要因は，雇
用環境（所得格差，失業率，平均賃金）に与える影響
度を標準偏回帰係数の絶対値で見た場合，全体の30％
を占めており，特に所得格差（課税後）については，
同34％に達する高い数値となっている。これは，別途
実施した「所得再配分係数」（課税後所得格差－課税
前所得格差）の回帰分析において，これらの要因が最
大の説明変数となっている点とも符合しており，国毎
の所得再配分の状況を表す重要な代理変数であること
が推定される。

３．４　日本の雇用環境の特徴の背景

　以上見てきた様に，日本は集団解雇，派遣雇用に対
しては高規制国並みの厳しい規制を実施しているが，
個別解雇や有期雇用に対する規制は緩やかであり，全
体としては低規制国に属している。したがって，雇用
規制のみに注目した場合，既存先行研究の内容から
は，「所得格差は低く，平均賃金は高く，失業率は中
位」という状況が予想されるところであるが，先述の
様に，現実の雇用環境はその逆の状態となっている。
ここでは，上記の多変量解析モデルの推計結果を踏
まえて，この様な日本の雇用環境の特徴，すなわち，

「高目の所得格差，低い平均賃金，低失業率」がどの
様な要因と結びついているかについて，OECD主要
23ヶ国と比較しつつ定量的な要因分析を示すこととす
る。
　①「やや高目の所得格差」の背景：日本の所得格
差（課税後）0.33が，OECD主要23ヶ国平均に比して
0.03ポイント高い最大の要因は，所得格差（課税前）
がOECD主要23ヶ国平均を0.02ポイント上回っている
点にある。これは，日本の高齢人口比率（26％）が
OECD主要23ヶ国中最上位の高い水準にあること，低
い大学進学率（日本52%，OECD23ヶ国平均60%），低 
い年金水準（英国に次いで下位２位）に起因すると
ころが大きい。さらに，個別解雇規制が低いこと

（OECD23ヶ国中下位８位），公的支出（職業訓練関
連）が低いこと（GDP比0.17％，OECD23ヶ国中，米
国，イスラエルに次いで下位３位），男女均等度が低
いこと（韓国について下位２位），都市人口比率が高
いこと（93％：ベルギー，アイスランドに次いで上
位３位）の４点が所得格差（課税後）を拡大してい
る要因として指摘できる（課税後税引後所得格差：
計+0.06ポイント相当）。
　他方，高齢人口比率が高い点は，上記の様に課税前
の所得格差を拡大する一方で長期勤続比率（44％，イ
タリア，フランスに次いで上位３位）を高めることを
通じて，累進的課税制度等の下では逆に所得格差（課
税後）を計0.07ポイント相当引き下げていると算定さ
れた。この結果，高齢人口比率が高いことは，ネット
では課税後の所得格差を0.02ポイント引き下げている
ものと推計された。
　したがって，現状の税制等を前提とした場合，所得
格差（課税後）の改善のためには，公的支出（職業訓
練関連）拡大のほか，男女均等度の向上，大学進学率
等の引上げ，年金水準の引き上げ，さらには，都市へ
の人口集中の緩和（例えば，子育て支援や地域産業の
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活性化）を進めることが有効であることが指摘でき
る。
　なお，最低賃金の低さについては，OECD対日経済
審査レポートが指摘する「労働市場の二極化」との関
係で重要であると当初想定していたが，今回の分析に
おいては所得格差（課税後）を左右する大きな要因と
しては抽出できなかった。
　②「低い失業率」の背景：日本の失業率が4.0％と
OECD主要23ヶ国平均7.5％に比して3.5％低い最大の
要因は，高齢者労働力率（54％）がアイスランド，韓
国に次いでOECD主要23ヶ国中上位３位にランクされ
るような極めて高い水準にあること，国際競争力がス
イス，米国に次いで同世界第３位にあること，さらに
男女賃金格差が韓国に次いでOECD主要23ヶ国中で２
番目に大きいことの３点と深く関係していることにあ
る（失業率：計△4.1％相当）。その背景としては，日
本が韓国と同一の人種（モンゴロイド）に属しビジネ
ス文化面でも同様に長期指向が強いこと，さらに，前
述の様に年金給付水準（対平均賃金代替率：40％）が
英国に次いでOECD主要23ヶ国中下位２位に留まるこ
とや高い都市人口比率など，「社会的要因」が大きな
背景となっていることが指摘できる（失業率：計△
7.4％相当）。
　他方，「雇用保護規制」との関係では，既存先行研
究が指摘するように，何れの項目も失業率に大きな影
響を与えておらず，男女均等度の遅れ等により雇用保
護規制全体で0.5％ポイント失業率を引き上げている
に留まると試算された。なお，前述の様な高い高齢化
率により，失業率は4.0％ポイント底上げされている
と試算される。
　③「低い平均賃金」の背景：日本の平均賃金が
OECD主要23ヶ国平均と比して年9.2千ドル低い最大
の要因は，日本の公的支出の水準が，失業給付等の
分野，職業訓練等の分野いずれの分野においても，
OECD主要23ヶ国の中で米国・英国に次いで３番目に
低い水準にあることである（平均賃金：年△6.2千ド
ル相当）。次いで，男女均等度の遅れ（同△1.6千ドル
相当），大学進学率の低さ（同△1.2千ドル相当），有
期雇用に対する規制の低さ（同△0.4千ドル相当）な
どが指摘できる。男女均等度は，韓国に次いでOECD
主要23ヶ国中下位２位に位置し同平均値76を９ポイ
ント下回る低い水準となっており，大学進学率も，
OECD主要23ヶ国の平均を８%ポイント下回ってい
る。また，人種（モンゴロイド）の差異，および安定
指向のビジネス文化など日本特有の社会特性も平均賃

金を同△4.0千ドル引き下げていると試算される。
　他方で，個別解雇規制が低いこと，都市人口比率と
高齢化率が高いことにより平均賃金が計5.9千ドル相
当底上げされていると試算される。
　この様に，日本の平均賃金の低さは，財政難による
雇用関連支出の低さ，男女均等の遅れ，大学進学率の
低さ，安定指向のビジネス文化などの「社会構造的」
な要因に根差している面が強いが，これらのマイナス
を，都市人口比率の高さと低い個別解雇規制等により
ある程度カバーし，かろうじてOECD主要23ヶ国平均
の８割程度の平均賃金を維持しているのが日本の実態
であると言うことができる。
　④要約：日本は，低規制国の中にあって「低失業
率，低平均賃金，高目の所得格差」という雇用環境と
なっている点が特徴であるが，その背景としては，個
別解雇，集団解雇等に対する規制水準や最低賃金水
準，金銭解消制度導入の有無などの直接的な雇用規制
の在り方は，一定の影響度を持つものの左程には大き
くはないという点に注目する必要がある17。そのよう
な「直接的な規制」よりも，むしろ，男女均等進展の
遅れ，失業給付や職業訓練等への公的支出水準の低さ
などの「間接的な雇用保護規制」の在り方，さらに
は，高い都市人口比率と高齢人口比率，大学進学率の
低さ，低い年金給付水準など「社会構造要因」が大き
な背景となっている点が重要である。

４．�日本における雇用保護規制の在り方　－　課題，

選択肢の提示，評価

　これまでの分析に基づいて，日本の雇用環境と雇用
保護規制に関する課題を指摘すれば，「現状の低い失
業率を一定水準以下に引き続き維持しつつ，平均賃金
の引上げと所得格差の解消縮小を図ること」にあると
考える。
　本研究においては，この様な課題を前提として，今
後の日本における雇用に関する保護規制の在り方につ
いて，次の２つの方策，すなわち各種の雇用規制をさ
らに緩和する「米国型へのシフト」，逆に規制を強化
する「高規制国平均型へのシフト」を設定し，その様
な保護規制の在り方が既存の日本における社会経済状
況を前提とした場合，雇用環境（平均賃金，所得格
差，失業率）にどの様な変化をもたらすかについて，
今回構築した多変量解析モデルに基づいて試算を行っ
た。
　具体的な作業にあたっては，日本の雇用保護規制の
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うち，個別解雇，集団解雇，非正規（有期，派遣）に
対する直接的な各種規制についてのみ必要な変更を加
えて試算を行っている。これは，雇用保護規制のう
ち，上記以外の項目，すなわち各種の金銭解消制度，
男女均等度，最低賃金，失業給付や職業訓練等に対す
る公的支出については，労働組合や企業側に与える影
響，さらには現状の厳しい国家財政状況等を考慮し，
現状水準を維持することを前提としたものである。
　試算結果は，表４の通りである。これを踏まえて，
今後の日本における２つの雇用保護規制方策「米国型

への移行」「高規制国平均型への移行」について評価
要約すれば，次の２点に要約される。 
　第一に，いずれの方策も雇用環境（平均賃金，所
得格差，失業率）のうち何れか１つの項目は改善す
るものの，他の１項目または２項目が悪化する。す
なわち，米国型は，平均賃金と失業率は改善するも
のの所得格差（課税後）の悪化（+0.03）をもたらし，
高規制国型は，所得格差（課税後）は改善するもの
の平均賃金の低下（△4.1千ドル/年）と失業率の上昇

（+0.1%）が予想される。

表４　シミュレーション結果（米国型，高規制国型への移行を想定）
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日本（シミュレーション結果）

区

単位 分 現状
米国型へ移行した 高規制国平均型へ

場合 移行した場合

被説
雇 所得格差（全年齢，税後移転後； OECD) 指数 試 0.33 0.36 • 0.31 

゜明変
用
失業率 (2011-2015年平均： IMF) % 

算
4.0 4.0 

゜
4.1 • 環 結

数
境 平均賃金（購買力平価ドル； OECD) 千$/年 果 36 43 • 32 X 
雇用規制（個人 ·OECD雇用保護指標） 指数 1.6 0.5 • 2.3 • 

雇用規制（集団： ” ) ” 移 3.3 2.9 • ~ 3.4 

雇
雇用規制（有期, II ) ” 行 0.3 0.0 • I" 2.1 • 

用 雇用規制（派遣, II ) ” 2.3 0.7 • ,.. 2.7 • 
1,- -——— 

説明 保 金銭解決（勤続期間 .9 ヶ月： II ) 導入二 1 * 

゜ ゜ ゜変数 護 金銭解決（勤続期間 .20 年： ” ) 非導入二〇

゜ ゜
,.. 

゜
* 

規 男女均等度（世界経済フォーラム） 指数 * 0.67 0.67 0.67 
制 ――6万――最低賃金 （ドル購貿力平価 ·OECD) ドル/H * 6.9 6.9 

雇用関係公的支出（職業訓練等： //) 対GDP比'% * 0.17 0.17 1,- 0.17 

雇用関係公的支出（失業給付等： II)  0.05 0.05 
I" 
0.05 ” * 

1 人当り GDP (OECD) 千$/年 37.4 37.9 38.0 

国際競争力（世界経済フォーラム） 指数 5.5 5.5 5.5 

人間開発度（国連人間開発計画） ” 0.89 0.89 0.89 
経 所得格差 （全年齢’税前移転前） GINI係数 試 0.49 0.47 0.49 
済 ... 33 .. ... 
的
相対貧困率（税前移転前； OECD) % 算 30 34 

— 53 —— 
要

労働力率 (65-69歳男性； II ) ” 計 54 56 

因 長期勤続比率 (1 0年以上比率， " ) ” 算 44 37 • 49 • 
パート比率 (OECD) ” 23 25 22 

男女賃金格差 ( " ) 指数 一万7 ― 26 — 25 —— 
就業者女性比率( " ) % 43 43 44 
1 次産業就業者比率（世銀） % * 3.7 3.7 3.7 
都市人口比率 (II) ” * 93 93 93 
高齢人口比率(") ” * 26 26 L- 26 
大学進学率 (OECD) ” * 52 52 52 
工学逃上條了呈 (2-.Q—拉歳_;_OE凶）＿ _ ” * 28 L- 28 28 
年金水準（平均賃金比率、男性； OECD) ” * 40 40 40 

社 年金水準（平均賃金比率、女性； II ) ” * 40 40 40 
会
権威（平等）指向 (G Hofstede) 指数 * 54 54 54 

的

要
個人（集団）指向 (// ) ” * 46 46 46 

因 競争（協調）指向 (// ) ” * 95 95 95 

長期（短期）指向 (// ) ” * 88 88 88 
安定（リスク）指向 C II ) ” * 92 92 92 
現世（禁欲）指向 ( II ) ” * 42 42 42 

1-- ー一ー一
ラテン系 (CIA) * 

゜ ゜ ゜ゲルマン系(") 該当 1 * 

゜ ゜ ゜アングロサクソン系(") 非該当〇 * 

゜ ゜ ゜モンゴロイド系(") * 1 1 1 

（注） ◎=士 10%以上改善、〇＝士 10%未満改善、 X= 士 10%以上悪化、△＝士 10%未満悪化
• • = 后］様に数値が土 10%以上増減。 *: 移行する場合も現状維持を前提とする項目



　第二に，各々問題を解決するためには，当然，男女
均等度の改善，失業給付への公的支出の拡大，大学進
学率の引上げ，高齢者労働力率の引上げが共通した有
効策であるが，公的支出（職業訓練等）のアップ，都
市人口比率の引下げ，年金水準の引き上げは，失業率
が若干上昇するものの，所得格差（課税後）の上昇緩
和に一定の効果を有すると推計された。さらに，公的
支出（失業給付等）のアップ，男女賃金格差の縮小
は，失業率の若干の上昇をもたらすものの，平均賃金
の底上げに一定の効果があると推計された。表５は，
これら追加的対策を整理したものである。

５．結論，課題，および提言

５．１　結論

　これまでの論点を整理し本論文の結論を示せば，次
の５点に要約出来よう。
　①　雇用保護規制のうち直接的な規制項目（個別解
雇規制，金銭解消制度など）は，項目により多少の差
異があるものの，その強化は課税前の所得格差を拡大
し，平均賃金を引き下げる等，既存先行研究と基本的
に同一の結論となった。しかし，課税後の所得格差に
対しては，現行の累進的課税制度等の下で，逆に格差
を縮小する傾向を有していることが判明した。これ
は，現行の所得再配分制度の下では，雇用保護規制の
強化（緩和）は，平均賃金の低下（上昇）を招来する
ものの，他方で所得格差の改善（悪化）を招くという
トレードオフ関係が存在していることを意味する。
　②　他方，「間接的な雇用保護規制」や「社会的要
因」が雇用環境に及ぼす影響を見ると，男女雇用均等
の促進，職業訓練等の公的支出の引上げ，大学進学率

の向上などの政策は所得格差（課税後），失業率，平
均賃金のいずれに対してもこれを改善する「プラス効
果」を有するが，金銭解消制度の導入，都市人口比率
の引下げ（地方への人口分散），年金水準の引上げな
どの政策は，所得格差（課税後）を縮小するものの，
失業率や平均賃金の悪化をもたらすものと推計され
た。また，高齢化18のほか，人種や長期指向等のビジ
ネス文化に基づく社会構造的な要因も，雇用環境に一
定の影響を与えていることが確認された。
　③　上記の様な結果をもとに，日本の「低い失業
率，低い平均賃金，高目の所得格差（課税後）」とい
う雇用環境の特徴を生み出している要因を整理すれ
ば，世界有数の高齢人口比率の高さ，男女均等の遅
れ，低い雇用関連公的支出，大学進学率の低さ等が指
摘できる。したがって，所得格差（課税後）と平均賃
金の改善を進めるためには，トレードオフ要因を内包
する直接的な雇用保護規制よりも，むしろ，男女均等
の促進，大学進学率の向上などが有効であるというこ
とが出来る。また，世界でも高い水準にある都市人口
比率の引下げ（地方への人口分散），低位に留まって
いる年金水準の引上げ，大きな男女賃金格差の縮小な
どの政策は，一定の失業率の悪化を甘受すれば，所得
格差（課税後）や平均賃金の改善に有効であると言え
る。

５．２　課題

　本論文の課題としては，次の３点が指摘できる。
　①　OECD34ヶ国を対象とする多変量解析モデルの
構築にあたり，失業率（自由度調整後R：0.72）など
決定係数がやや低い被説明変数が存在すること。さら
には，一定の条件を付し抽出作業を行っているもの

表５　追加的対応策の候補一覧
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米国型への移行の場合 高規制国型への移行の場合

① 悪化する所得格差の改善 低下する平均賃金の引上げ

目 （前提）平均賃金現行以上確保 （前提）所得格差現行以下

標 失業率 5%以内維持 失業率 5%以内

② 男女均等度の改善，大学進学率の引上げ，高齢者労働力率の引上げ

追
公的支出（職業訓練等）のアップ 同左

加
策

：現行比倍増 ：同左

の
⇒所得格差 0.008 改善 ⇒平均賃金 0.2 ドル増（失業率： 4.2%) 

候
（失業率： 4.0%) 公的支出（失業給付等）のアップ

補
都市人口比率の引下げ ：現行比倍増

: I 0%ポイント引き下げ ⇒平均賃金 3.2 千ドル増（失業率： 4.1%) 

⇒所得格差 0.006 改善（失業率： 5.0%) 男女賃金格差の縮小

年金水準（男女）の引上げ : I 0%ポイント縮小

：各水準を現行比倍増 ⇒所得格差 0.006 改善 ⇒平均賃金 2.5 千ドル増（失業率： 4.8%) 

（失業率： 4.9%) 



の，抽出した説明変数相互間の多重共線性の存在を完
全には排除できていないこと。
　②　多変量解析の説明変数候補として，経済的要因
のみでなく，ビジネス文化や人種を含めた社会的要因
にも広げて分析を行ってはいるものの，失業率や平均
賃金との関係で重要と考えられる経済成長率や労働生
産性，また所得格差との関係では家族構成や税制の累
進構造など分析検討の候補とすべき変数の拡大が望ま
れること。
　③　説明変数の設定にあたり，統計的手法による抽
出に留まり，何故当該変数が失業率などの被説明変数
に影響を与えるかという観点での理論的因果関係の構
築，理論モデルの提示に至っていないこと。　

５．３　提言

　これまでの検討結果から，今後の我国における雇用
保護規制等の在り方について，次の様な提言が可能で
あると考える。
　①　日本の雇用環境は，OECD主要23ヶ国のなかで
も「低い質量率，高目の所得格差，低い平均賃金」が
特徴となっており，失業率を一定範囲（例　OECD主
要23ヶ国平均7.5％以下）の水準に維持しつつ，所得
格差の縮小と平均賃金の引上げが雇用環境を改善する
上で最重要な課題である。
　②　その方策として具体的には，失業率と平均賃金
を重視する「米国型（低規制国型）」への移行と，所
得格差の縮小を重視する欧州諸国を中心とする「高規
制国型」への移行が考えられるが，いずれにおいて
も，失業率の上昇，または平均賃金の低下という弊害
を伴う。したがって，「男女均等度の改善」，「高齢者
労働力率の一層の改善」，「長期勤続比率の向上」，「都
市人口比率の引き下げ」などの対策を併せて実施する
必要があると言える。この意味で，女性，高齢者に重
点を置いた「一億総活躍社会の実現」，「働き方改革」，

「地方創生」という政府の重点政策は，日本の雇用環
境改善における意義が大きいと考える。
　③　産業界から要望の強い「解雇の金銭解消制度の
導入」については，所得格差（課税前）の拡大，失業
率の悪化と平均賃金の低下をもたらすと推計されるこ
と，さらには，OECD主要23ヶ国においても10ヶ国に
留まっていることを考慮すれば，その導入には慎重な
検討が必要であると考えられる。
　最後に，本研究は常葉大学共同研究資金，および文
部科学省科学研究費助成金を活用して実施したもので
あり，関係各位に深く御礼申し上げる次第である。

（注）

１　�例えば，全国労働組合総連合は，2015年３月27日
に「解雇規制緩和の規制改革会議意見書に抗議す
る」との談話を発表し，規制改革会議が同年３月
25日に発表した「労使双方が納得する雇用終了の
在り方に関する意見」で提示された解雇の金銭解
消制度について，「金さえ払えば首切り放題とい
う解雇自由社会になってしまう」等の理由を挙げ
断固反対の立場を表明している。また，日本労働
組合総連合会も，基本的には同様の立場にある。

２　�大内（2004），黒田（2004）は，日本の労働市場
改革に関する議論は，旧来ややもすると，特定の
規制改革（例　雇用の金銭解消制度の導入）が特
定の経済的側面（例　失業率上昇と解雇権の乱
用）に及ぼす直接の影響とその是非にのみ議論が
集中し，改革全体が日本経済や社会全体にどの様
な効果を結果としてもたらすことになるかという
総合的客観的な視点に欠けている点を指摘してい
る。本研究は，この指摘を踏まえて，改革の直接
的な影響にのみ目を奪われることなく，海外主要
国との対比での日本の特徴を踏まえつつ，所得格
差，失業率，平均賃金の３つの視点から改革の効
果・帰結を総合的・定量的に示すことを目指すも
のである。

３　�OECDの加盟国数は，2016年７月１日のラトビア
のパートナー国から正式加盟国への移行により，
2016年８月末時点で35ヶ国となっている。この
他，ロシア，インドなど計32の国がパートナー国
として参加している。本研究における多変量回帰
モデルの構築にあたっては，2015年以前のデータ
を利用しているため，データの整合性の観点から
ラトビアを除く34ヶ国を対象とする解析を行って
いる。また，高規制国，低規制国の分類や，日本
との比較分析にあたっては，労働市場や雇用保護
規制，および経済活動水準における基本的な共通
性を確保する観点から，OECDが発表している１
人当りGDP（2015年，購買力平価ベース）の数
値が，34千ドル以上の国を「OECD主要23ヶ国」
と定義し重点的な分析を行った。

４　�雇用における正規・非正規の分類は，国際的な定
義が存在せず，OECD加盟国全体をカバーする国
際比較可能なデータとしては，フルタイム・パー
ト，臨時雇用，有期・無期などの統計データが存
在するに留まる。したがって，後述する多変量回
帰モデルにおいては，正規・非正規比率は説明変
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数として設定していない。なお，説明変数とし
て導入した「長期勤続比率」（10年以上）は，終
身的雇用慣行のほか正規雇用の比率とも相関して
いると想定され，正規・非正規比率の準代理変数
ということもできる。なお，OECD（2015）を基
に，非正規雇用の問題を日本およびOECD20ヶ国
について分析した研究として石井・樋口（2015）
が参考となる。

５　�その後の研究としては，例えば，Blanchard and 
Portugal （2001），OECD （1999），OECD （2004），
European Commission （2003），中田（2001），鶴

（2011）などがある。
６　�ビジネス文化：ビジネス文化に関する世界的な

定量データに基づく研究としては，オランダの
社会心理学者であるG. Hofstedeほか（2010），経
営コンサルタントであるFons Trompanaars ほか

（2004）の研究が有名である。特に，G. Hofstede 
（1980）が1970年代に世界40ヶ国11万６千人の
IBM社員を対象として実施した質問形式の価値
観調査は，厳密な統計処理を行った上で異文化
理解のための４次元モデル，すなわち，「権威/
平等」「個人/集団」「競争/協調」，「安定/リス
ク」の４つの価値次元を提示したことで有名で
あり，その後のビジネス文化研究の嚆矢となっ
たものである。同研究は，その後，調査対象国
の追加，質問事項の改善，価値次元の拡充等が
重ねられ，研究者が自由に利用できるオープン
データとして公開されている。本研究では，下記
のGeert Hofstede & Gert Jan Hofstedeの個人HP

（Dimension Data Matrix）に掲載されている2016
年７月末時点のデータを利用した。

　　�http://www.geerthofstede.nl/dimension-data-
matrix
なお，ビジネス文化に関する要因を採り入れた類
似の先行研究は，今回の文献調査においては木下

（2014）を除いて確認ができなかった。
７　�人種分類については，ドイツのJ. F. Blumenbach

の研究以降，様々な議論が展開されているが，本
研究においては，分析対象としたOECD加盟34ヶ
国の状況等を考慮し，次の５区分とした。アング
ロサクソン系（下記ゲルマン系諸国のうち英語を
主要言語とする国），ゲルマン系（アングロサク
ソン系以外のゲルマン系諸国），ラテン系，モン
ゴロイド系，その他（混合人種国を含む）。なお，
具体的な分類にあたっては，米国CIAの下記HP

（2016年７月末時点）に掲載されている“The 
World Factbook”のEthnic groups, Languageの
内容を勘案し適宜決定した。
https://www.cia.gov/library/publications/the-
world-factbook/geos/ch.html

８　�OECDは， 毎 年“OECD Employment Outlook” 
を公表し，加盟国の労働市場の状況に関する分
析を発表している。本研究では2016年版を利用
した（URL：http://www.OECD-ilibrary.org/
employment/OECD-employment-outlook_1999126
6;jsessionid=2g1t8kswqq1ub.x-OECD-live-03）。さら
に，同報告書は各国の雇用保護規制の状況を定量的 
に 示 す 指 標 とし て，“The OECD indicators on 
Employment Protection Legislation”を毎年更新
しHP上で公表している。同指標は，主要国の雇用
保護規制を網羅的統一的に把握するデータとしては
唯一のものである。最新のデータは，OECDのHP

（URL：http://www.OECD.org/employment/
emp/OECDindicatorsofemployment protection.
htm）から自由にダウンロードできる。OECD
は，指標算出にあたり全体で計25個の個別指標を
設定し，各項目を規制の程度に応じて０－６の７
段階に評価した上で，項目毎の加重ウェイトを設
定して集計作業を行い最終的な指標数値25個を算
出している。本研究においては，全体で大項目２
個，小項目４個を設定し，これら25個の指標を下
記の様に表示することとした。
　（大項目１）正規雇用に対する規制

　個別指標17個
　（小項目１）個別解雇に対する規制　　

個別指標13個（予告，救済，金銭解消等）
　（小項目２）集団解雇に対する規制　

個別指標４個（個別解雇の上乗せ規定等）
　（大項目２）非正規雇用に対する規制

個別指標８個
　（小項目１）有期雇用に対する規制

個別指標３個（更新回数，累積期間等）
　（小項目２）派遣に対する規制

個別指標５個（同上，平等取扱い）
　　�なお，後述の多変量解析モデルにおいては，金銭

解消制度の効果を特定する観点から，上記の「金
銭解消」に関する３つの個別指標を独立した変数
として扱っている。

９　�本研究においては，所得格差に関連する用語
を 各 々 次 の 様 に 定 義 し，OECD Stat.-Labour 
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（Income Distribution and Poverty） からデータ
を引用している。なお，便宜上「所得格差」は

「所得格差（課税後）」（課税後所得移転後の可処
分所得）を表すこととする。
　　「所得格�差」「所得格差（課税後）」：課税後所

得移転後の可処分所得の格差。Gini 
（disposable income, post taxes and 
transfers, total population） 

　　「所得格�差（課税前）」：課税前所得移転前の
所 得。Gini （market income, before 
taxes and transfers, total population）

　　「相対貧�困率」：課税前所得移転前の相対貧困
率。Poverty rate before taxes and 
transfers, Poverty line 50%, total 
population 

10　�OECD主要23ヶ国のうちスウェーデンなど計８ヶ
国は，産業別労働協約方式をとっており最低賃金
制度を導入していないため，以下での平均値算定
からは除外している。

11　�OECDのIndicators of Employment Protectionで
は，“Severance pay at 9 months tenure” などと
なっており，勤続期間に応じて解雇時に支払う法
定離職給付を意味する。国毎に正当解雇の要件規
定が異なることなど留意点はあるが，本稿におい
ては「金銭解消制度」と訳すこととした。

12　�説明変数の抽出条件：次の①〜⑤の全ての条件を
満たすこと。

　　①　自由度調整後Ｒ2が原則0.7以上であること
　　②�　全ての説明変数について，P値が0.1以下であ

り，かつ原則として偏相関係数の正負符号が単
相関係数のそれと同一であること

　　③�　説明変数間の各相関係数Ｒが次の３つの条件
を満たすこと

　　　・全ての絶対値が0.6未満であること
　　　・絶対値が0.5以上となるＲが１個以内
　　　・�多重共線性の非存在に関する帰無仮説がχ２

検定により棄却されないこと（棄却域５％）
　　④�　被説明変数と説明変数間に，一定の因果関係

が論理的に推定される可能性があり，かつ逆の
因果関係が理論上想定されないこと

　　⑤�　説明変数の抽出にあたっては，ステップワイ
ズ法を採用し，初期の説明変数として雇用保護
規制に関する変数計４変数を設定し，順次説明
変数の削除追加を実施する。

13　�今回構築した多変量回帰モデルにおいては，変数

間の循環的な関係は存在しないことが確認され
た。

14　�所得再配分効果，長期勤続比率については，高規
制国と低規制国間で統計上有意の差異が存在する
ことが確認された（有意水準片側：６%，ウェル
チ検定）。

15　�人間開発度に対する金銭解消制度（勤続期間：
９ヶ月）の標準偏回帰係数は，表２に示した様に
0.26であり６個の説明変数のうち２番目の数値と
なっている。その様な関係の背景としては，短期
勤続者を金銭により自由に解雇できることが，労
働者の技能習熟機会を奪い労働生産性を引き下げ
てしまうことなどが想定される。

16　�都市人口比率の引下げ，高齢化の進行は，いずれ
も長期勤続比率の低下を通じて，所得格差（課税
前）を拡大するものの，累進課税制度等の下で，
逆に所得格差（課税後）を拡大してしまうと推計
された。

17　�雇用環境の３変数に関する各説明変数の標準偏回
帰係数の絶対値についてみると，これら直接的雇
用規制に関する同数値の合計は，全体の11％に留
まる。

18　�既に示した様に，今回の研究においては，高齢化
は累進的課税制度の下で，長期勤続比率の上昇を
通じて，課税前後の所得格差に対して異なる影響
を与えるという推計結果となっている。なお，日
本の長期勤続比率については，OECD時系列デー
タが整備されていないため，高齢化が実際に日本
の長期勤続比率にどう影響したかという時系列分
析は残念ながら行えなかった。
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